
１１１１　　　　総括総括総括総括 ((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））
（（（（２２２２））））職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算）））） 　　　　　　　（注）１　職員手当には退職手当を含まない。      ２　職員数は、平成１８年４月１日現在の人数である。((((3333) ) ) ) 特記事項特記事項特記事項特記事項京丹波町は、平成１７年１０月１１日に、丹波町・瑞穂町・和知町の３町が合併し新しく誕生しました。平成１７年４月１日現在の内容については、旧町の合計数値等を搭載しております。また、合併前のラスパイレス指数の状況欄も省略していますので、ご了承ください。((((4444) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の         給与水準を示す指数である。　　　２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を         単純平均したものである。

１８年度 237 897,375千円
１８年度

そのため、今回公表します内容は、平成１７年度実績に基づく欄等については合併後の実績で算出し、
人 一人当たり

人　 1.74区　　分
１７年度の人件費率 ％Ｂ／Ａ千円 %人 件 費　　　　　　Ｂ 人 件 費 率17.521,877,026千円 千円9,814

118,850
歳 出 額　　　　　　Ａ住民基本台帳人口　　　　　（１８年度末）

平成１９年度　京丹波町の給与・定員管理等について実 質 収 支区　　分 （参考）17,417職員数　　　　　　Ａ
10,716,593給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費期末・勤勉手当 給与費 B/A 千円5,595給　 料 309,886 1,326,111 （参考）　類似団体平均千円 　　　　　千円 千円 千円 一人当たり給与費　　計　　Ｂ職員手当 5,769
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（（（（５５５５））））給与改定給与改定給与改定給与改定のののの状況状況状況状況①月例給 　　　　　　　
②特別給 　　　　　　　
◆当町は、人事委員会を設置していないため、記載を省略しています。２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況 ((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））　　　　①一般行政職 歳 円 円 円歳 円 円 円歳 円 円歳 円 円 円　　　　②技能労務職 参考歳 12 人 円 円 円 ―歳 3 人 円 円 円 歳 円 0.98歳 7 人 円 円 円 歳 円 1.11歳 1 人 円 円 円 歳 円 1.25歳 1 人 円 円 円 ―歳 663 人 円 円 円 ―歳 5,193 人 円 円 ―歳 16 人 円 円 円 ―

公　　務　　員 民　　　間
― ―39.853.955.5 287,700

―
――

―――
227,200281,500―――――295,183 ―

調理師―用務員自家用自動車運転手―
261,000271,833248,042311,700268,500410,048320,514287,094285,232類似団体

268,694281,133251,400350,631270,500434,445304,097
区　　分京丹波町うち学校給食員うち用務員 Ａ／Ｂ 平均給与月額（Ａ） 平均給与月額（国ベース） 平均給与月額（Ｂ）対応する民間の類似職種 平均年齢52.850.754.442.656.850.448.8うち自動車運転手うちその他京都府国

平均年齢 職員数 平均給料月額
49.9

253,041259,000242,614292,700268,500360,548

１８年度 ％（参考）勧　告 国　の　改　定　率

区　　分 （国ベース）

区　　分

平均給与月額平均年齢 平均給料月額
43.3 ―国 40.7 325,724 383,873

人事委員会の勧告 （改定率） 給　与　改　定　率公務員給与 B
国　の　年　間

352,868

月（注）「民間の支給割合」は民間事業書で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の　 支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。
平均給与月額

－ －１８年度 －－ 月 月 月

京丹波町京都府 44.1 383,541304,89342.0 363,814 423,409

月 月

較差 －
年間支給月数 支　給　月　数

－
公務員の支給月数　　　B

－
人事委員会の勧告

－
（参考）

％
区　　分 較差割合　　　　　　A

円 円 円
民間の支給

－

類似団体

A-B民間給与 A

374,877328,806

A-B （改定月数）－

463,915

－

325,430

（　　　－　　％）（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラス   パイレス比較した平均給与月額である。
勧　告

％
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円 円円 円円 円円＊民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。　（平成１６年～１８年の３ヵ年平均）＊技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に　一致しているものではない。＊年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍した　ものに、公務員においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された　年間賞与の額を加えた試算値である。　　　③教育職 歳 円 円歳 円 円歳 円 円（注）１ 「平均給料月額」とは、平成１９年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の        平均である。      ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお　　　　いて明らかにされているものである。　　　　 　 また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再　　　　計算したものである。（（（（2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円（（（（3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円

1.30
年収ベース（試算値）の比較 Ｃ／Ｄ― ―3,813,6003,284,3004,000,1004,542,6254,098,475うちその他 ―

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ）
― ―1.191.25

区　　分 参　　　考

320,634348,662469,777

京丹波町

44.3

うち学校給食員うち用務員うち自動車運転手

区　　分 平均年齢41.8京丹波町

4,440,8245,217,269

経験年数２０年以上２５年未満343,900－
170,200138,400－－－高　校　卒技能労務職

京都府 391,443

高　校　卒中　学　卒一般行政職

－一般行政職
170,200

大　学　卒高　校　卒
教　育　職 中　学　卒大　学　卒短　大　卒

229,600－
教　育　職 大　学　卒経験年数１０年以上１５年未満高　校　卒 252,900高　校　卒技能労務職

197,400－区　　　　分 経験年数１５年以上２０年未満－
232,600 －

176,800京都府京丹波町

平均給料月額297,600 平均給与月額

国
292,100260,300－ －－－－ 295,200244,300－ 294,200

大　学　卒 170,200

44.6 331,751
区　　　　　分

類似団体

－ 140,600138,400138,400－ 142,800
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３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況（（（（1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）１　京丹波町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。  

　（

3

（注）平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

（３）   定型的な業務を行う職務
（２）   保育士、保健師、栄養士又は教諭の職務（３）   相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

98 58.6　　　　　　　　％34 20.4

２　　級 （２）   保育士、保健師、栄養士又は教諭の職務（１）   主事又は技師の職務（１）   主査の職務
４　　級

１　　級 （１）   主事補、主事、技師補又は技師の職務

（１）   総括課長の職務

区　　分

（６）   （４）及び（５）の職務に相当し、又はこれらに準じる職務（５）   主任の職務

標準的な職務内容
（２）   保育士、保健師、栄養士又は教諭の職務
（４）   係長の職務（３）   特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

５　　級 （３）   （１）及び（２）の職務に相当し、又はこれらに準じる職務
（１）   課長補佐、室長、学校教育課長、社会教育課長、主幹の職務（４）   （１）から（３）までの職務に相当し、又はこれらに準じる職務
（２）   会計管理者又は参事の職務

　　　　　　　　％　　　　　　　　人 　　　　　　　　％　　　　　　　　人16 9.61.8

３　　級
（３）   保健師長、保育所長補佐、幼稚園教頭の職務（２）   丹波食彩の工房所長、瑞穂情報センター所長、学校給食センター所長の職務

職員数

（２）   事務長、保育所長及び幼稚園長の職務（１）   支所長、課長、議会事務局長、教育次長の職務

　　　　　　　　％　　　　　　　　％12 7.22.4
　　　　　　　　人

　　　　　　　　％　　　　　　　　人　　　　　　　　人
4 構成比

　　　　　　　　人
６　　級

１級, 2.4% １級, 4.0%２級7.2% ２級9.2%
３級58.6% ３級58.6%
４級20.4% ４級16.7%５級9.6% ５級8.6%６級1.8% ６級2.9%

0%10%20%30%
40%50%60%70%
80%90%100%

平成１９年の構成比 平成１８年の構成比
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（（（（2222) ) ) ) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況職務遂行能力について評価を行い、評価の結果に基づき昇給を実施した。
４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況（（（（1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当 千円 千円（１８年度支給割合） （１８年度支給割合） （１８年度支給割合）期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当 月分  月分  月分  月分  月分  月分（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）・役職加算　　５％～１５％ ・役職加算　　　５％～２０％ ・役職加算　　　５％～２０％・管理職加算　１０％、２０％ ・管理職加算　１０％～２５％（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）勤務実績を反映せず一律支給
（（（（2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分その他の加算措置 その他の加算措置１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成１８年度に退職した職員に支給された平均額である。

国京　　丹　　波　　町

59.28

京　　都　　府
3.0 1.45

2,422
30.5547.5023.5033.50

　　職制上の段階、職務の級等による加算措置

京　　丹　　波　　町

1,417

59.28

0.751,978

22,748（退職時特別昇給　 　　 　なし）

1.450.751.6 0.75

41.3459.28定年前早期退職特例措置（２～３０％加算）

　　職制上の段階、職務の級等による加算措置　　職制上の段階、職務の級等による加算措置

国23.5033.50

１人当たり平均支給額（１８年度）

59.28

1.6 1.45１人当たり平均支給額（１８年度）3.0 3.01.6
―

定年前早期退職特例措置（２～２０％加算）30.5541.3459.2859.2847.50
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 ((((3333) ) ) ) 地域手当地域手当地域手当地域手当（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在）））） 千円千円％ 人 ％％ 人 ％％ 人 ％％ 人 ％％ 人 ％％ 人 ％((((平成平成平成平成２２２２２２２２年度年度年度年度のののの制度完成時制度完成時制度完成時制度完成時）））） ％ ％％ ％％ ％％ ％％ ％（注）国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度                                                                          　　　　から支給率を段階的に引き上げることとしている。       ◆当町は、地域手当支給対象地域ではないため、記載を省略しています。 ((((4444) ) ) ) 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

 ((((5555) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当 千円千円千円千円◆１７年度決算は、合併後の決算額によるものです。

30,672
従事した１日につき1,000円以内

千円
町長が定める額

　円　％666,78314.7

－
－－
－

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）支給実績（１８年度決算）

支給対象地域
支給対象職員数

月額５，０００円看護業務
61,88319055,062217

町長が定める額主な支給対象業務防疫作業

支給対象地域 －支給率－－－－ －－
－－

主な支給対象職員

－

病院診療所に勤務する医師及び放射線技師

－

医師等研修手当

－

病院・診療所・歯科に勤務する医師及び薬剤師・理学療法士
支給実績（１８年度決算）

医療技術業務防疫作業に従事する職員

－

手当の名称職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度） 左記職員に対する支給単価４種類

－ －国の制度（支給率）－－

手当の種類（手当数）
－－

支給職員１人当たり平均支給年額（１８年度決算）
防疫作業手当

－－

支 給 実 績 （ １ ７ 年 度 決 算 ）職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ７ 年 度 決 算 ）職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）
病院及び診療所に勤務する看護師

－ －－－

放射線取扱手当 レントゲン撮影業務危険手当

国の制度（支給率） －－支給率－
－－

－ －－－ －－－
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（（（（6666) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））
円

円
円

円円給料月額の１００分の２５以内

236,379

6,088 千円

千円

支給実績

13,303 千円

（１８年度決算）平均支給年額支給職員１人当たり国の制度と

管理職手当

住居手当
片道15ｋｍ以上20ｋｍ未満　8,900円　片道20ｋｍ以上25ｋｍ未満　11,300円　
交通機関利用者　運賃等の相当額自宅居住者　　世帯主である職員であって、新築又は購入された日から５年を経過するまでの間2,500円
片道10ｋｍ以上15ｋｍ未満　6,500円　

通勤手当
片道5ｋｍ以上10ｋｍ未満　4,100円　

片道60ｋｍ以上　24,500円 同じ

片道30ｋｍ以上35ｋｍ未満　16,100円　片道40ｋｍ以上45ｋｍ未満　20,900円　

同じ
【扶養親族でない配偶者がある場合】

休日勤務手当

【配偶者がない場合】扶養家族１人については11,000円

片道45ｋｍ以上50ｋｍ未満　21,800円　

配偶者13,000円
扶養家族１人については6,500円借家居住者　　月額12,000円以上の家賃を支払っている職員であって、　最高27,000円 9,596

との異同

片道2ｋｍ以上5ｋｍ未満　2,000円　

内容及び支給単価扶養親族2人まで各6,000円

475,12543,489

片道25ｋｍ以上30ｋｍ未満　13,700円　 同じ
片道55ｋｍ以上60ｋｍ未満　23,600円　片道50ｋｍ以上55ｋｍ未満　22,700円　

千円 218,082

23,274 80,533

異なる内容
同じ 39,003

千円（１８年度決算）その他のもの　各5,000円手　当　名
扶養手当 年度初め満16歳～22歳の年度末まで加算額　各5,000円

国の制度

片道35ｋｍ以上40ｋｍ未満　18,500円　
異なる休日勤務１時間当たりの支給額×１００分の１３５給料月額の１００分の１５以内
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５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））
円 円／ 円（ 円 ）円 円／ 円（ 円 ）円 円／ 円（ 円 ）円 円／ 円（ 円 ）円 円／ 円（ 円 ）　　（１８年度支給割合）　　（１８年度支給割合）

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）
(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                              ２　町長及び副町長の給料月額は、平成１８年度から財政状況を考慮し、給料及び期末手当の１０％を           減額して支給する措置を講じている。                          ３　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、      １期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

650,000

議 員
町 長議 長副 町 長

任期満了時７０３万円

〃

町 長
〃

給料月額（675,000円）×在職年数×５３０／１００

273,000258,000210,000
副 議 長 １，４３１万円

〃
（Ｈ18年度から10％減額して支給）月分

給料月額(558,000円）×在職年数×３１５／１００

230,000
期末手当退職手当 副 町 長

議 長副 議 長議 員 月分
備　　　　考

報酬
副 町 長

区 分町 長

任期満了時

230,000180,000157,000
588,000510,000（参考）類似団体における最高／最低額

342,000
796,000給 料 月 額 等

300,000
3.33.3

750,000給料 620,000558,000675,000
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６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況（（（（1111))))部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由 （各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　人人）
人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　人人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　人（注）１　職員数は一般職に属する職員数であり、常勤の教育長及び嘱託職員を含んでいる。　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

　公　営　企会　業計　等部　 　門
欠員不補充業務増欠員不補充▲ 3病 院
欠員不補充 125.7492.25（類似団体の人口１万人当たり職員数
事務の統廃合縮小欠員不補充 105.0771.78＜参考＞（類似団体の人口１万人当たり職員数＜参考＞
業務増指定管理者制度導入による減

0161 ▲ 410

主 な 増 減 理 由03
対前年増減数 事務の統廃合縮小徴収業務の充実等
▲ 1

5713 16
15 015 ▲ 860 52

96
▲ 25[   　０    ］ ＜参考＞ 176.2633294[   　３２２　  ］

238

3

計消 防 部 門小　計教 育 部 門

議 会
商 工

7下 水 道 77
合　　計 [   　３２２　  ］307小　計 ▲ 60

平成１９年平成１８年職 員 数

19

交 通

20税 務一般行政部門
　　　　　　　　区　　分　部　　門

農 林 水 産

8837
▲ 19043195 36

7 2 ▲ 5
▲ 7▲ 12

総 務
普通会計部門

55 ▲ 2

そ の 他水 道 65 219
20土 木民 生衛 生 183

021 1労 働 3
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（（（（2222))))年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成１９１９１９１９年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　
◆当町は５年前の実績がありませんので、合併直前（平成１７年）の構成比と比較しています。

((((3333))))定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標及数値目標及数値目標及数値目標及びびびび進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況①①①①平成平成平成平成１７１７１７１７年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日におけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標人 人 人 ％（（（（参考参考参考参考））））京丹波町定員適正化計画京丹波町定員適正化計画京丹波町定員適正化計画京丹波町定員適正化計画におけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標（（（（数数数数・・・・率率率率））））
◆京丹波町定員適正化計画については、平成１９年１２月に改訂版を策定しましたので、改訂後の　数値を記載しています。

職員数 人2人5 4614 307人 人 人人44 21 人区　分 60歳以上～ ～52歳48歳～ 43歳40歳24歳 28歳23歳 47歳 55歳～ 39歳31歳 ～ ～ 56歳
平成22年4月1日

平 成 22 年 4 月 1 日

44歳20歳 20歳
0 人 人27歳人 人～ 32歳 36歳未満

計画期間
職員数288

始　期
382

終　期平 成 17 年 4 月 1 日

人26
平成17年4月1日職員数

2939 54 27
24.61%

数値目標
94純減数 純減率

▲９４人　　２４．６１％の純減

35歳～ 人～ 計51歳 59歳～
0246
8101214

161820 構成比平成１７年の構成比
%
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②②②②定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標のののの年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況年次別進捗状況（（（（実績実績実績実績））））のののの概要概要概要概要 （各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以     　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              
計 288

消　防 ▲ 7公 営 企 業 89等 会 計 94 88増 減職員数増 減
▲ 5教　育 35▲ 12職員数増 減 36

　１９年 　年　２年目 計一般行政 １７年 １８年
48 １年目195▲ 3243227　　　　　　　　　区　　分部　　門
107増 減

計画始期職員数
職員数増 減

▲ 6▲ 13職員数
（参考）数値目標164

――
―　　　　（　　％）▲１２　（９２．３％）▲４４　（６９．８％）

▲１９　（１０５．６％）▲ 50 307 ▲７５　（７９．８％）382 332 ▲ 25 0 ―0

１７年～１８年183 　年目 ―
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